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建 設 技 術 審 査 証 明 事 業 （ 測 量 技 術 ） は 、 民 間 に お い て 自 主 的 に 開 発 さ れ た  

新 し い 建 設 技 術 の 活 用 促 進 に 寄 与 す る こ と を 目 的 と し て 創 設 し た 事 業 で あ る 。 

社 団 法 人 日 本 測 量 協 会 は 、 建 設 技 術 審 査 証 明 協 議 会 の 会 員 と し て 、 そ の 技 術  

の 性 能 な ど を 客 観 的 に 審 査 し て 証 明 す る こ と で 信 頼 性 を 高 め 、 普 及 を 後 押 し  

す る 仕 組 み と し て 事 業 を 行 っ て い る 。 当 協 会 で は 、 測 量 に 関 す る 機 器 、 

デ ー タ の 取 得 ・ 処 理 等 の 技 術 お よ び 、 測 量 と そ の 関 連 シ ス テ ム の 開 発 技 術 を  

審 査 の 対 象 と し て お り 、 こ れ ら の 対 象 技 術 は 新 技 術 だ け で は な く 、 従 来 の  

技 術 に 改 良 を 加 え て レ ベ ル ア ッ プ し た 場 合 も 含 ま れ る 。  

 こ の た び 、 当 協 会 で は 株 式 会 社 ト プ コ ン か ら 「 GNSS 測 量 シ ス テ ム 」 に 

関 す る 審 査 証 明 の 依 頼 が あ り 、「 建 設 技 術 審 査 証 明 事 業（ 測 量 技 術 ）実 施 要 領 」 

（ 社 団 法 人 日 本 測 量 協 会 ） に 基 づ き 、 審 査 証 明 を 行 っ た 。 こ の 審 査 証 明 

に あ た っ て は 、 学 識 経 験 者 か ら な る 技 術 審 査 証 明 委 員 会 （ 委 員 長  土 屋  淳  

元 国 立 天 文 台 教 授 ） を 設 置 し 、 そ の 委 員 会 の 指 導 の も と に 審 査 を 実 施 し た 。  

 本 報 告 書 は 、 「 GNSS 測 量 シ ス テ ム 」 に 関 す る 審 査 証 明 の 内 容 を 広 く 関 係  

機 関 に 周 知 し 、 そ の 活 用 を 図 る た め に 作 成 し た も の で あ る 。  

最 後 に 、 熱 心 に ご 審 議 を 賜 っ た 委 員 長 を は じ め 、 審 査 委 員 の 方 々 に 厚 く  

御 礼 申 し 上 げ る 次 第 で あ る 。  

 

  平 成 １ ７ 年 ６ 月  

 

                     社 団 法 人  日 本 測 量 協 会  

                    会   長  宮 崎  大 和  
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１．審査証明依頼の対象技術 

 1-1．審査証明依頼者 

   株式会社トプコン 

 取締役兼執行役員 兼 測量機器事業部長  大友 文夫 

 東京都板橋区蓮沼町７５番１号 

 

 1-2．審査対象技術の名称 

   GNSS測量システム 

 

 1-3．審査対象技術の概要 

   GNSS測量システムは、国土交通省公共測量作業規程（平成 14年 3月 20日付け国国地発

第 406 号。以下、「公共測量作業規程」と称する。）に基づいて実施する基準点測量（1，2，

3，4級基準点測量）、地形測量（平板測量）、応用測量（河川測量，路線測量，用地測量）へ

の利用を目的とした測量観測処理システムである。 

   技術の概要は、米国の GPS（以下「GPS」という。）及び露国の GLONASSから発信され

る電波を１台の GNSS 測量機で同時に受信し、その電波を併用処理する測位計算が可能な 

システムである。また、GNSS 測量機の内部には観測データの記録が可能であり、複数地点

の観測データを利用して基線解析処理を行なうことが可能なシステムである。なお、本   

システムでは GPSのみを利用する測量が可能であるが、その部分の機能については既に１級

GPS測量機として認定登録されている技術である。 

 

２．開発の趣旨 

公共測量作業規程に基づいて実施する基準点測量（1，2，3，4 級基準点測量）、地形測量   

（平板測量）、応用測量（河川測量，路線測量，用地測量）において、GPS及び GLONASSを

併用することにより測量適用範囲の拡大と、測量業務における効率性の向上を図る。 

 

３．開発目標 

（１）GPS 及び GLONASS を併用する本システムが、１級 GPS 測量機と比較して、同等の  

測定精度であること。 

（２）RTK 測量において、同社製の１級 GPS 測量機と比較して測量業務の効率の向上を   

図ること。 

 

４．審査証明の方法 

  対象の技術が開発目標に達する内容であるかを審査するため、衛星測位分野および測量分野

の有識者で構成する審査証明委員会により、下記の項目について審査を実施した。 

（１）依頼者が提出した社内実験資料の審査 

（２）本審査委員会が定めた性能確認試験による審査 

（３）その他、システムの運用に関する付帯資料の審査 

 

５．審査証明の前提 

（１）本システムを用いた観測の実施にあたっては、機器の機能点検および観測作業の方法が

公共測量作業規程に準じて適切に行われるものとする。 

（２）観測データの取得方法、およびシステムの操作は、操作マニュアルに基づいて正しく   

行われるものとする。 
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６．審査証明の範囲 

  審査証明の範囲は、公共測量作業規程に基づいて実施される下記の測量を念頭におき、下記

の機器により構成するシステムを対象とする。 

 

（スタティック測量） 基準点測量（1，2，3，4級基準点測量）、地形測量（平板測量）、 

             応用測量（河川測量，路線測量，用地測量） 

  （ＲＴＫ測量）    基準点測量（3，4級基準点測量）、地形測量（平板測量）、 

             応用測量（河川測量，路線測量，用地測量） 

 

  （審査対象となるシステムの構成） 

a) GNSS受信機（全６機種） 

      LEGACY-E/GGD，GB-1000GGD，GR-2000GGD，GR-2000GGDM， 

GR-2100GGD，GR-2100GGDM 

（※ 各受信機ともに、１級 GPS測量機として既に認定登録済み） 

（※ ファームウェア：ver2.4 または ver.2.5） 

   b) GNSSアンテナ（全４機種） 

    LEGANT，PG-A1，GR-2000GGD，GR-2000GGDM，GR-2100GGD， 

GR2100GGDM 

       （※ 各アンテナともに、１級 GPS測量機として既に認定登録済み） 

     c) データコレクタ（全２機種） 

       FC-100（RTK移動局観測，GNSS統合観測，スタティック観測） 

       FC-1000（RTK観測 CE，GNSS観測 CE） 

    d) 後処理基線解析ソフトウェア（スタティック測量のみ） 

  GNSS-Pro ver.4.00以降（解析エンジン：Pinnacle ver.3.00) 

       動作保証 Microsoft Windows（98/Me/2000/XP）搭載 PC 

 

７．本システムの使用条件 

（１）スタティック測量において、GPS衛星と GLONASS衛星の総数は５衛星以上とし、GPS

及び GLONASSともに２衛星以上を併用して処理しなければならない。 

 （２）RTK 測量において、GPS 衛星と GLONASS 衛星の総数は６衛星以上とし、GPS 及び

GLONASSともに２衛星以上を併用して処理しなければならない。 

 （３）本システムは、GPS 及び GLONASS を利用するシステムであり、各衛星に仕様の変更

が行われた場合は、審査証明の保証する限りではない。（現在運用中の GLONASS に  

与えられている周波数のチャンネル番号１～１２以外の衛星を利用する場合など。） 

 

８．審査証明の結果 

  本システムについて、上記の開発の趣旨及び開発目標に照らして審査した結果は、次の   

とおりである。 

（１）GPS 及び GLONASS を併用した本システムが、１級 GPS 測量機の性能と比較して、  

同等の測定精度を有することを確認した。 

（２）RTK 測量において、同社製の１級 GPS 測量機の性能と比較して初期化時間の短縮が  

図られ、測量業務の効率性の向上に寄与することを確認した。 
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